別紙様式
平成24年度当初予算　支出科目　款：建築指導費　項：建築指導監督費　目：建築物地震災害対策費
	事業名: 耐震改修啓発費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　都市建築部 建築指導課 建築安全担当　電話番号：058-272-1111（内3791）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11655@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：7,173千円（前年度予算額：4,074千円）

	事業内容


	１　事業の内容


平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、改めて確認された木造住宅の耐震化の必要性、重要性を広く県民に周知し、住宅の耐震化の取り組みを促進するため、効果的な啓発を実施する。
　震災対策検証委員会において、ハード面の耐震化支援策に加えて「耐震化の普及啓発における内容の充実と手法の見直し」及び「命を守るための多様な取組みの推進」などの耐震化の取り組みを促進するためのソフト面での展開についての提言がなされている。

（１）耐震補強支援活動費

　　　　・市町村が実施する耐震化に関する説明会や無料相談会に、岐阜県木造住宅
耐震相談士を派遣する。
　（２）耐震補強普及啓発費
　　　　・マスメディアを活用した普及啓発活動の実施により県民への周知を図る。
        ・耐震補強が完了した木造住宅の「耐震補強済み」表示ステッカー作成。（新規）
　　　　・普及啓発用パンフレット及びＷｅｂサイト作成。（新規）　
	２　所要経費


（１）耐震補強支援活動費：2,627千円
（２）耐震補強普及啓発費：4,546千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる
・住宅及び多数の人が利用する建築物の耐震化を重点的に促進する
	２　これまでの取組状況


平成２１年度及び２２年度は、県内の木造住宅の耐震化を加速させるための取り組みとして実施した戸別訪問事業「耐震啓発ローラー作戦」に岐阜県木造住宅耐震相談士を派遣した。
	３　これまでの取組に対する評価


戸別訪問事業「耐震啓発ローラー作戦」の実施により、耐震診断の無料化で受診件数が大幅増となった平成２０年度の実績を昨年度まで維持することができ、住宅耐震補強工事の助成件数の増加に繋がっている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	4,074
	2,037
	0
	2,037
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	7,173
	3,586
	0
	3,587
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	7,173
	3,586
	0
	3,587
	0
	0
	0
	0
	0


